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5/18緊急「労働契約法」情勢報告会を開催
労働法制中央連絡会代表委員の熊谷金道さんは、「労働契約法制という形で、労働組合を事実上形骸化させるような仕組みを作ろうとしている。これは私たち労働組合として、許すことはできない。

こんなことがまかり通ったら、労働者の権利も守ることはできない。そういう重大な攻撃だということをしっかりと押さえていきたい。
この間の成果主義、業績主義の導入のなかで、労働者に長時間化密度労働はたいへん深刻な健康破壊をもたらしてるもとで、ホワイトカラーに対する労働時間規制を取っ払っていくようなことを、労働契約法制の名によって進めるととんでもない内容になってきている。私たちはあらためて、このたたかいを職場・地域から強めていかなければいけない。今日緊急の情勢報告会のなかで学んで、そして運動を全国に広げていこう。」と挨拶。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今村幸次郎弁護士の講演より
○経過と今後の日程

労働法制の大改悪は、かなり事態は緊急を要することになっている。もうほんとに間近に、いままでもずっと改悪されてきたが、総まとめとも言えるとんでもない内容のものが、実質的には後１カ月ぐらいの間で中身が決まってしまうのではないかと、そんなような状況にある。

　一昨年来、労働契約法制の研究会が始まり、昨年の９月15日に、労働契約法制の研究会報告書が出た。そして、今年の1月27日には、労働時間制度についての研究会報告書が出された。厚生労働省の労働政策審議会労働条件分科会での議論が始まっていった。

　当初、労働条件分科会では、あまりに批判が多いから、この報告書に基づいた議論はしないと言っていたが、急転直下この４月11日に出た「検討の視点」は、その研究会報告の毒の部分がほとんど盛り込まれた。一応予定ですが、６月13日には、審議会の労働条件分科会の中間とりまとめの素案というのを公表する。そして、７月18日には、その中間とりまとめを確定。12月には最終とりまとめが出て、来年の国会には、この労働契約法法案、それから労働基準法の改正案。これは労働時間ですけれども、それぞれ通常国会へ提出されるという流れにある。

○労使委員会制度
過半数組合がない事業場に労使委員会を作ろうということなんですね。それは労使同数の委員でというだけで、労働側の委員っていうのはどういう人で、どうするかっていうのは、ほとんど書いてない。そういう観点からすると、管理職だって労働者だということもあり得るから、どういう人が選ばれるかっていうことも、そもそも決められていない。

　選ばれた人がどういうふうに会社側と協議するのかっていうことも決まっていないでそういうものを設け、そこで自主的に議論がなされて、労働条件について、労働者の要求や、権利を守る話し合いがなされることは、ちょっと考えにくいです。

　日本ＩＢＭでは、過半数労働組合がない。ＪＭＩＵの支部があって、そこが少数派を組織する労働組合として存在していて、過半数を組織する組合がない。そうすると、この会社では、就業規則で、会社の労働条件が決められていて、それに対して、従業員代表っていうのが、就業規則に意見を言える立場の人として定められる。それが選挙で選ばれているが、役員を除くすべての社員が対象になっている。だから、管理職なんかが従業員代表になる場合もあると。それから、システムエンジニアリングなどで、外へ出て働いている人は、郵便で投票をして、管理職に言われるままに投票をするというようなケースもある、そうして選ばれた従業員代表が、会社側が提案する就業規則の改定とか、変更にどんどん賛成していくということで、就業規則が決められ、就業規則が決まると、その全社員に適用があるわけです。

　いまの制度ですと、その従業員代表が意見を述べて成立した就業規則でも、少数派の人がそんなこと決めたって俺は嫌なんだと。あるいは、自分だけがこういう不利益があるから、これは私には効力がないと思った場合には、裁判を起こして、変更された就業規則が、合理性があるかどうか裁判で争うことができる。

　裁判で争って、合理性がないという判断に裁判所がなれば、嫌だと言った人には、その就業規則は適用がないと、訴訟をやって勝つケースもあるんです。いまの法律だと、従業員代表制で選ばれた人が、就業規則に意見を言うだけで、それ以上の効力はないです。
労使委員会になった場合、もし日本ＩＢＭで労使委員会が設定されて、労使委員会で今度の就業規則はいいじゃないかと多数決で決議をすると。研究会報告では、５分の４の賛成となっていましたが、５分の４といったって、半分はもともと会社側なんですから、労働者、まあ、10人委員がいるとすれば、５分の４ということは、労働側が５人いて、３人賛成すればいいんです。その程度の賛成で労使委員会でいいとなると、その就業規則、不利益に変えた就業規則が、合理性があるというふうに法律で推定すると。そうすると、ある就業規則の不利益な変更があって、労使委員会が決議、いいと決議した。しかし、自分は納得できないとい人が裁判を起こすと、会社側は、「いや、この変更には合理性があるんです」と。「ここに労使委員会の賛成書、決議書があります」という紙１枚出すと、「ああ、そこで賛成されてるなら、これは合理性があるんですね」ということで、裁判が終わるわけです。基本的には推定というのはそういうことですので、もう争う余地がないと。労使委員会がＯＫしてれば、争う余地がなくなる。労使委員会でどうせ決められたから、騒いだって無駄じゃないかとなると、組合を作ることはどうなのかという話になっていってしまうわけです。

会場発言より


全労働の青木さん


中央連絡会のご協力も得て、「労働は商品ではない」というILOフィラデルフィア宣言の言葉を使って、労働者がもの扱いにされて、使い捨てられようとしているということを問題提起。今年は、労働者の権利を守る法律が壊されていくということと、安全網が壊されていくということを表裏にして、ビラを作りました。全労働本部にはビラ残しておりますので、この夏の時期にまいて、多くの世論を作っていきたいと思います。それとは別にジャンバーも使って、駅だとか、人通りの多いところで、ゲリラ的にビラをティッシュのなかに入れて、配ってます。


多くの世論を作ることが、いま進められている改悪を止めることではないかなと思っています。











